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はじめに 

 電気通信技術の標準化について、日本はこれまで主に ITU を中心にして積極

的な貢献を行ってきた。その一方で、欧州電気通信標準化機構（ETSI）に関す

る情報は一般にはほとんど入ってこないという現状がある。ETIS は、元来は EU

加盟各国の国営通信事業者を代表する標準化機関として設立されたものの、GSM

標準への取り組みや、第三世代携帯電話技術の標準化、そして最近では ITU-T

に先駆けて NGN（次世代ネットワーク）の標準仕様をリリースするなど、世界規

模での標準化活動に積極的に取り組んでいる。 

 本稿の目的は、ETSI 関係者へのヒヤリングを通し、欧州の電気通信部門にお

ける標準化の動きを追う窓口として ETSI（欧州電気通信標準化機構）周辺の動

きをあぶり出し、また日本の同部門における標準化の動きと欧州のあいだでど

のような連携、共同作業が可能かを探ることにある。その一貫として、合計 6

件のヒヤリング実施に成功したので、その内容をここに報告する。 

 最初に、日本でもホットな話題である NGN 標準について、2005 年 12 月にリリ

ース 1 を発表し、ITU-T の FGNGN や NGN-GSI に先行した TISPAN 技術委員会に、

ETSI における今後の NGN の方向性と背景を聞いた。TISPAN の NGN 標準は、同じ

く ETSI がイニシアティブをとった 3GPP で移動体通信ネットワーク用に標準化

したプロトコル（SIP 及び IMS）を採用している。TISPAN 技術委員会の後は、同

じ敷地内にある 3GPP で、NGN について、そして beyond3G、あるいは 4G への方

向性と展望を聞いた。 

 三つ目のヒヤリングは、ETSI 事務局を対象に、ETSI の組織概要について聞い
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た。30 年前の設立時に比べ、より市場の変化を反映した活動内容となっている

ことが確認されたほか、国際的な標準化団体との提携関係、加入方法、投票構

造などが明らかとなった。 

 ETSI における ITS（高度道路交通システム）関連の標準は、ERM 技術委員会の

第 37 作業グループ（TG37）ですすめられている。第四のヒヤリングでは、TG37

に、欧州レベルにおける同部門での標準化の現状を聞いた。日本において現在

進行中の研究開発活動と一定の整合性があるとの指摘が印象に残った。 

 ETSI では、標準の発表の他、発表した標準のテスト仕様も開発、提供してい

る。ETSI では認定は発行しないが、テストプラットフォームを使ったインター

オペラビリティテストを実施している。五つ目のヒヤリングは、ETSI の策定し

た標準についてテスト仕様を策定するプロトコル＆テスティング競争力センタ

ー（PTCC）に話を聞いた。ちなみに ETSI には、固定、無線、プロトコル＆テス

ティングの 3 つの競争力センターがある。 

 最後に、ETSI 事務局の広報担当者から ETSI のウェブサイトの利用法について

説明を受けた。ETSI では、公表したすべての標準の技術仕様をウェブサイトを

通じて公開している。 
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ヒヤリング議事録 

TISPAN 

●対象：TISPAN（Telecommunications and Internet converged Services and 

Protocols For Advanced Networking）技術委員会 

●日時：2007 年 1 月 29 日 

●場所：ETSI（ソフィア・アンチポリス） 

●出席者 

先方（○）： TISPAN Chairman、Technical Officer 

当方（▽）： 炭田寛祈(NICT 欧州事務所長)、安田昌弘(KSM 研究員) 

●概要 

▽ TISPAN が NGN の標準化について、非常に活発な動きをしていると承知して

いる。TISPAN の発表したリリース 1 は ITU-T でもほぼそのまま採用された。先

ず最初にお伺いしたいのは、本来は移動体通信向けに開発された標準（Internet 

Multimedia Subsystem：IMS）を、TISPAN ではなぜ NGN 用の標準として利用する

ことになったのか、ということだ。そして、NGN について欧州がどういうアプロ

ーチをとっており、今後どのようなステップを踏んで展開してゆくのかについ

て、方向性を教えていただきたいと思う。 

○ TISPAN はそうした質問に答えるには最適の場所だ。産業側から、NGN を介

したシナジーを求める声が大きい。また、固定ネットワークと移動ネットワー

クの融合（FMC）にも強い関心が示されている。つまり、少なくともアプリケー

ションに関する限り、アクセス方法とは独立してこれらアプリケーションを顧
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客に提供したいという希望があるということだ。 

固定回線の顧客が、本来は移動回線用に開発されたアプリケーションを利用

したり、逆に移動回線のユーザーが固定回線用のアプリケーションを利用した

りできるようにするのだ。このとき、IMS はこうしたアプローチを実現する上で、

技術的な基盤になると考えられている。多少単純化したが、IMS を採用した背景

は、大体このようなものだ。 

特定のアクセス方法の固有の問題に注目すればするほど、シナジーを見いだ

すことは困難になってゆく。例えば、リソースやアドミッションの管理を行う

領域では、IMS や NGN とのインターフェース部分にはシナジーの可能性が見いだ

せるが、もっと下位の、アクセス技術を制御する部分になると、固定網と移動

網それぞれに固有の部分が増え、シナジーはなくなる。NGN への期待はこの辺り

に生じていると思う。 

もちろん、TISPAN に参加する組織にしても、それぞれが異なった優先事項や

目的があるが、3GPP ですでに完成した技術を利用して NGN アーキテクチュアを

実現することが各社の狙いであることは間違いない。これが、今度は各アクセ

ス方式に特化した部分によって補完されている。 

先ほどリソース＆アドミッション管理を例にあげたが、この他、サービス領

域でも、例えば PSTN と ISDN という側面については同じことが言える。移動回

線から見た場合、PSTN 及び ISDN のサービスは力不足にみえるが、キャリヤの多

くは、NGN 上でも PSTN 及び ISDN でこれまで行われていたサービスを継続して提

供したいと考えている。このため我々は、NGN 環境で PSTN 及び ISDN をシミュレ

ートあるいはエミュレートする方法を吟味した。プロトコルに関して細かく見
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れば、これがシナジーとは違う次元で行われていることがわかるだろう。つま

り、PSTN や ISDN に新しい機能を付け加えることはせず、現行機能の再現に徹し

た。NGN 環境、あるいは 3GPP 環境で PSTN や ISDN に新しいサービスを付加しよ

うと考える人はいない。ただし、IMS をベースとしたアプローチと整合性のある

新しい技術的ソリューションの開発は可能である。 

▽ NGN について、日本と欧州でアプローチに多少の違いがあるのではないかと

いう認識を示す人がいる。日本では、固定電話事業者が NGN をリードしており、

NGN とは固定回線の IP 化又は光化である、というような見方をする方も多い。

必ずしも、FMC を最優先事項に位置づけているわけではない。欧州ではどういう

状況か？ 

○ 私の見てきた限りでは、欧州での NGN への取り組みについて、それを特徴

づけるような唯一の立場というものはない。FMC に積極的に取り組んでいる事業

者は多いが、それ以外の事業者の中には、今ご説明いただいたのと同じような

状況下にあるものも多い。つまり、全ての事業者が FMC を最優先事項にしてい

る訳ではないということだ。FMC に積極的ではない事業者にとって、最大の関心

事は、先ほども言った PSTN・ISDN の代替であり、TDM ベースの技術から IP ベー

スの技術への移行にある［緩やかな移行を願うが］。この点では欧州と日本の間

には共通点がある。 

先ほど触れなかったが、PSTN・ISDN の代替技術として何が可能かを見極める

ことは我々の NGN へ取り組みの動機の一つである。標準化機関として我々に出

来ることは、最終的に何がもたらされるべきかを特定することである。移行の

シナリオは多様であり、スタート地点は十人十色である。その上で、我々は、
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出来る範囲で、NGN の最終的なアーキテクチュア上の目的を定義する努力をして

いる。この点では、NICT との協力は非常に貴重なものになるはずだ。このよう

にしてみると、日本の状況と欧州の状況には共通点が多いと思う。TISPAN で日

本の固定電話事業者が活発に活動しているのも、おそらくこうした共通点があ

るからだろう。日本の関係者が、貢献するだけでなく、TISPAN での作業から多

くの利益を受けられることを願っている。 

▽ 欧州では、特定の一団体が NGN の標準化を主導しているという状況はない

ということか？様々な立場から様々な方向性が示された上で、標準化の作業に

取り組んでいると考えてよいか？ 

○ その通りだ。メーカー、規制機関、ユーザー団体などと作業を行っている。

また、最近、ETSI では、家庭用デバイスやカスタマーネットワークについても

TISPAN の視野に入れるべきだ、と決まった。TISPAN では以前から、ECMA（ヨー

ロッパ電子計算機工業会）と繋がりがあるが、ECMA は個人向けネットワーク関

連の企業を代表している。これは重要なことだ。というのは、我々は、ユーザ

ーの声をきちんと活かし、家庭用デバイスやカスタマーネットワークに使える

しっかりした技術ソリューションを提供できない限り、NGN は失敗すると考える

からだ。エンドユーザー間を NGN で結ぶソリューションが不可欠だ。幾ら素晴

らしい NGN が構築されたとしても、使うエンドユーザーがいなければ意味がな

い。これは、PSTN・ISDN からの漸次的な移行というシナリオを想定しての話だ。

この場合は、従来の電話端末がゲートウェイに接続されることになるが、エン

ドユーザーは、背後で TDM ベースの技術から IP ベースの技術へのポーティング

が行われていることに全く気がつかないかもしれない。 
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これが NGN の存在価値の一つだが、その一方で、IPTV など、NGN の特性を活

かした新しい装置、新しい端末、新しいサービスにも注目する必要がある。 

▽ 家庭用ネットワークに関して、IEEE との協力関係はあるのか？ 

○ 答えは簡単ではない。まず、TISPAN は ETSI との間に、活動領域について一

定の合意を結んでいるが、少なくともレイヤー1 については、TISPAN の領域で

はなく、別の技術委員会が担当している（AT：Access and Terminals 技術委員

会及び TM：Transmission and Multiplexing 技術委員会）。TISPAN で議論される

のは、カスタマーネットワークや企業向けネットワークなどだ。ETSI と TISPAN

の間では、レイヤー2 を TISPAN の検討課題とすることが決まっている。つまり、

レイヤー2 に関する問題は、TISPAN が仕切る。整理すると、レイヤー1 及び、レ

イヤー1 に起因するレイヤー2 の問題は、ETSI 内では AT、TM という技術委員会

が担当している。その他のレイヤー2 及びそれ以上のレイヤーの問題は TISPAN

が担当する。IEEE との共同作業は、ETSI と IEEE の公式な協力体制を通して行

われる。 

▽ TISPAN に参加する固定電話事業者と移動体通信事業者、さらにメーカーの

割合はどのようなイメージか？ 

○ 正確な数字は覚えていないが、割とバランスの取れた割合だと思う。固定

と移動の区別は難しい。固定と移動の境界はわかりにくくなっているからだ。

例えば、ドイツ・テレコムを例にとると、これは T-Com（固定）、T-Mobile（移

動）、T-Online（インターネット）を傘下に抱えており、それぞれが独立して事

業を行っているが、上位に行けば同じグループである。ドイツ・テレコムが固

定事業者か、移動体通信事業者かを判断することは出来ない。固定と移動の区
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別を行わないとした場合、通信事業者とメーカーの割合は、 参加者数全体につ

いても、参加組織数についても、活動内容についても、ほぼ 50：50 のバランス

が取れていると思う。報告者数にしても、一つの案件を担当する専門家の数も、

大体同じバランスになっている。TISPAN の運営陣については、多少通信事業者

の方が多いかもしれない。 

▽ 英国のブリティッシュ・テレコムのケースはどうか？ 

○ 複雑だ。ブリティッシュ・テレコムは移動部門を持っておらず、固定のみ

で事業を行っているが、ボーダフォンと特別な取り決めを結んでいる。イギリ

スの状況、特にブリティッシュ・テレコムの立場は微妙である。このほか、国

毎に規制当局及び規制体制の違いで固定と移動の関係が複雑になっている。 

固定と移動をあくまでも別のものとして管理しようとする国もある。イギリ

スの場合がこれに当たるが、こうした事情が、標準化作業に影響する場合があ

る。例えば日本の例がそうだ。固定電話事業者は TISPAN に活発に参加している

が、移動通信事業者はそれほどでもない。逆に移動通信事業者は 3GGP に積極的

に参加しているが、固定電話事業者は参加していない。欧州の他の国でも同じ

ような状況がある。 

▽ ISP からの反応は？ 

○ ここ数ヶ月の間に、インターネット側からのアプローチと NGN からのアプ

ローチが競合関係にあることがはっきりしてきた。ドイツ・テレコムを始めと

して、同じグループ内でも対立が起こっている。私は、今週、ドイツの通信規

制当局の技術評議会で説明をする予定だが、議題の一つがまさにこの競合関係

に関する問題である。私は、たとえ競合関係にあるとしても、インターネット
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と NGN には一つの共通点があると考えている。その共通点とは、どのようなア

プリケーションを使うにせよ、どのネットワークを使うかの選択肢をエンドユ

ーザーに与えなければならない、ということだ。 

例えばあなたが一般ユーザーで、複数のサービスを利用するにせよ、2 つも 3

つもアクセスは必要ないと思っていたとする。このため、今回技術評議会での

話では、放送アプリケーションやクオリティアプリケーションなどを利用する

上で、アクセスコストがどういう意味を持つかを探ることが主題となる。ここ

で、競合するシナリオに出くわさざるを得なくなる。ここで、様々な意見が出

てこよう。「インターネットで全てが間に合うから、NGN などいらない」という

声もあるだろうし、「NGN は必要だ。インターネットなど忘れてしまえ」と言う

だろう。しかし一般ユーザーにとっては、一つのアクセスで全てが出来る方が

望ましいと考えるかもしれない。 

アクセスの背後に技術的なソリューションを準備し、必要に応じて必要なス

トリームにスイッチするような考え方が必要になるかもしれない。このように、

ISP のリアクションは二面的である。まず、安定した技術として NGN の開発が進

んでおり、それがインターネットと競合する可能性があることに気づかなけれ

ばならない。また、これがユーザーにとって何を意味するかを、十分に考慮し

なければならない。これは、我々にとっても今後の作業の方向性を左右するも

のだ。いかなるネットワークを利用するにせよ、ユーザーは一つのアクセスを

持つだけで済むようにすることを、必要条件とするべきだ。一つのアクセスを

持ち、ケースバイケースでそれを選べるような状況が好ましい。 

もう一つのリアクションは、アクセスの開放性とも関係するが、NGN は一定の
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セキュリティと QoS を確保したものとするアプローチである。インターネット

がセキュリティと QoS を全く確保できないと言っているわけではないが、NGN の

ようにコンスタントには保証できない。そして、ユーザーの中には、前者を好

む人達も、後者を好む人達もいるはずだ。一部の人間は、夢多く、完全な自由

度を求めるかもしれない。全てを自分の力で統制し、管理したいと思い、スパ

ムメールやルーティングを誤った情報に対しては、相応するセキュリティ対策

を個別に講じればよいと考える人達もいる。その一方で別のユーザーは、あま

りネットワークの内情に興味がないので、ワンタッチで全てが用意されるよう

な環境を求めるかもしれない。これは、ある意味現在既に実現していることだ。

ISP はセキュリティの問題の重要性に既に気がついており、セキュリティ対策を

サーバーレベルで提供している。これはある意味、ユーザーの要求と NGN の議

論に対する ISP 側からのリアクションだと言えるだろう。いずれにせよ、これ

は間違いなく競合関係に突入するシナリオであり、非常にデリケートな問題だ。 

▽ パーレイ・グループというコンソーシアムがあると聞いているが、ETSI と

パーレイ・グループとの間には共同作業が存在するか？ 

○ もちろんだ。OSA／パーレイは、プラットフォームに左右されないアプリケ

ーション・プログラミング・インターフェース（API）を開発している。勿論、

実際にはネットワークから独立して技術が成り立つことはあり得ないので、ネ

ットワーク側にこれを翻訳出来る機能を実装しなければならない。ちなみに「パ

ーレイ・グループ」という呼称と「OSA／パーレイ」という呼称は同じものを指

している。前者は一般的な呼び名であり、後者は ETSI 内の PTCC で使われてい

る名称だ。TISPAN は OSA／パーレイの仕様を担当しているが、ETSI と OSA／パ
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ーレイの間には長期的な協力合意があり、ETSI が OSA／パーレイの仕様を取り

上げ、これを支持することになっている。ETSI のほうから OSA／パーレイにな

んらかの変更を提案した事例は、私の知る限りでは存在しない。OSA／パーレイ

は企業によるコンソーシアムであり、標準化団体ではない。一方で、ETSI は標

準化団体である。要するに、ETSI は OSA／パーレイの開発した仕様を標準化し

てゆく役目を担っている。TISPAN のなかには OSA／パーレイ・プロジェクトと

いうプロジェクトがあり、プロジェクトマネジャーを中心にしたチームが存在

する。このような関係が長期的にある。最近では、OSA／パーレイから、より踏

み込んだ共同作業の申し出があり、2 月に予定されている TISPAN の総会で OSA

／パーレイからプレゼンテーションが行われる予定だ。 

▽ パーレイを構成するのはどのような団体か？欧州の企業が主流ということ

か？ 

○ 殆どが通信事業者だと思う。また、欧州の企業には限らない。 

▽ TISPAN の次のステップはなにか？ 

○ 単数形の「ステップ」ではなく、複数形の「ステップス」とした方が正確

だ（笑）。基本ロードマップの目標は、2007 年末までに出来るだけわれわれの

NGN リリース 2 を完成させることだ。我々は、ステップ毎に区切った進行計画を

採用しているのだが、一つのステップが完了に近づいた時点で次のステップを

開始させるようにしている。例えば、サービスに関連するプロトコルに必要な

技術の同定作業がここまでに完了するとすれば（机上に水平線を描き、その右

端を指す）、アーキテクチュア関係の作業がその少し前から立ち上がり、これが

完了するのと並行してプロトコル関係の作業が開始される。このようなイメー



-12- 

ジで進行する計画で、それぞれのステップが先の基本ロードマップに記載され

ている。実際の作業は、逐次見直され、毎回会合が終了した時点で、やらなけ

ればいけないことがどれだけ残っているかを明確にしなければならない。これ

により、参加者は、次回会合までに取り組まなければならない技術的課題を明

確に理解出来ることになる。毎回完結した議題を決めてしまうということでは

なく、プライオリティの高い課題と低い課題を常に明確にしておくということ

だ。 

▽ ETSI のポータルサイト

（http://portal.etsi.org/

Portal Common/home.asp：図

版参照）では、作業の進捗状

況が比較的分かりやすく示

されていると思う。 

○ 改善の余地はある。例え

ば、あまり TISPAN の活動に

詳しくない人からのビジビ

リティを確保することだ。情

報がどこにあるのか、現状で

は必ずしも見つけやすいとは言い難い。 

もちろん全ての情報はポータルサイトで提供されており、また、説明が必要

であればスタッフにコンタクト出来るようになっている。我々のポータルサイ

トには常に最新の情報が掲載されている。最大限に利用して欲しい。そしてコ



-13- 

メントや提案がある場合は、遠慮なく聞かせて欲しい。 

▽ ETSI と ITU-T の関係はどのようなものか？ 

○ TISPAN の NGN 標準化作業では、当初から、我々の NGN 標準が ITU-T の NGN

標準化作業に貢献出来るよう気を配ってきた。多少の違いはあるものの、最終

的には多くを共有する結果となった。例えば、中国及び韓国の提案で「リソー

ス＆アドミッション・ファクション」という呼び名が「リソース＆アドミッシ

ョン・サブシステム」という名称になったというような違いがあるが、違いは

その程度に留まっている。 

基本的なアーキテクチュア及びプロトコル標準、セキュリティ標準、テスト

標準の殆どは ITU-T 標準に統合された。このため、100％同じものだとは言えな

いものの、多くの部分で ETSI 標準と ITU-T 標準は同一である。 

▽ 我々としても、NGN は単に固定回線を IP 化することだけではなく、移動回

線との融合やインターネット、その他の新しい機能をも統合したものだ、とい

うことを、きちんと認識することが重要だと考えている。 

○ 非常に嬉しいコメントだ。NGN が PSTN・ISDN 回線を再定義することに留ま

らない技術であることは、ご指摘の通りだ。我々の立場を的確にまとめたコメ

ントであり、NGN の内容を正しく捉えていると思う。先述したドイツの規制当局

との会合も、実はこうした視点に立脚したものだ。この会合の主旨は、われわ

れが 2012 年の世界にいると仮定して、2007 年に行った何が原因で世界が住みに

くくなったかを検証するというものだ。これは非常に興味深い試みだと思う。

政府機関は、新しい技術が当然ユーザーや国や産業に及ぼす影響を見極めて、

社会にとって有意義な変革の好機をとり逃さないようにする必要がある。当然
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ここで、NGN が、PSTN・ISDN をただ単に代替する技術だと誤解されないように

しなければならない。 

▽ NGN 上の IPTV についての要求基準はいつ、どこで決めるのか？ 

○ IPTV については 3 カ月前から具体的な作業が始まっており、IPTV の方式を

定義するのではなく、既存のものをサポートする方向で 2007 年末までに要求基

準を決めたいと思っている 

○ モバイル TV については、固定回線の「移動性強化」の一つとして、ETSI の

NGN リリース 2 以降で取り組む。 

 

＊ 本ヒヤリングの後、PTCC で OSA／パーレイとの窓口を務めている方からパ

ーレイ・グループと ETSI の協力体制について事情を伺った。 

→ パーレイ・グループは 1998 年に設立されたコンソーシアムで、特定の技術

に依存しないアプリケーション・プログラミング・インターフェース（API）の

仕様を開発している。2000年頃、開発した仕様の標準化を目的としてETSI、3GPP、

ITU にアプローチを行ったが、ITU は対応出来なかったため 3GPP と密接な関係

のある ETSI が選ばれた。 

→ パーレイ・グループの開発した API はすでに ETSI により標準化が行われて

おり、また 3GPP の IMS にも統合されており、広く世界で利用されている。日本

でも使われているはずだ。また、当然 TISPAN の NGN にも組み込まれている。 

→ 以前は日本の企業も積極的に寄与していたが、今ではそうではないようだ。

代わって、現在、韓国の企業が熱心に活動していると聞いている。［詳細は下記

サイトを参照］ 
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http://portal.etsi.org/ptcc/osa.asp 

http://portal.etsi.org/docbox/tispan/open/osa/osa.htm 

http://www.parlay.org/imwp/idms/popups/pop download.asp?ContentID=2762 

http://www.parlay.org/imwp/idms/popups/pop download.asp?contentID=533 
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3GPP 

●対象：移動ネットワーク競争力センター3GPP（the 3rd Generation Partnership 

Project） 

●日時：2007 年 1 月 29 日 

●場所：ETSI（ソフィア・アンチポリス） 

●出席者 

先方（○）： 3GPP Specification Manager  

当方（▽）： 炭田寛祈(NICT 欧州事務所長)、安田昌弘(KSM 研究員) 

●概要 

▽ 3GPP の沿革と概要について。 

○ 3GPP は 6 つの組織パートナ

ーから成り立つ緩やかな連合体

である。そのうち 2 つは日本の

電波産業会及び情報通信技術委

員会だ。この他にもアジアの組

織（CCSA、TTA）、北米の組織

（ATIS）が参加しており、欧州からは ETSI が参加している。 

運営組織は ETSI を拠点としているが、これは、3GPP の基礎となる GSM 技術が

元々ETSI で開発されたことに由来する。GSM の開発には米国も積極的に参加し

ており、3GPP の母体は、欧米間で協力合意が結ばれたことに端を発する。我々

は 2G 時代の失敗を繰り返したくない観点からも、日本の貢献に非常に期待して

いる。 
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日本の標準と欧米の標準がまったく合致しないというのは問題だ。こうした

経緯から、1998 年に 3GPP が設立され、同年末に最初の会合がもたれた。世界中

から 600 人もの出席者があった。最初のタイムテーブルは、3G ネットワークの

展開を急ぐ日本側が主導して決められた。欧州ではまだ 2G ネットワークへの投

資回収が済んでおらず、むしろもっとゆっくりと作業を進めたいという考えで

あったが、日本では 2G ネットワークが既に飽和状態にあり、複雑な無線技術標

準としては記録的なスピードで、最初のリリース（リリース 99）が完成された。

99 年末にはほとんど全ての仕様が利用可能となった。その後、商業化に向けて

多少の修正は必要となったが、われわれの開発した3Gネットワークの実用性は、

最初に日本で実証された。 

▽ 現時点で、日本の 3G ネットワーク加入者数は全体の 66％に上る。 

○ それは聞き及んでいる。おそらく世界でも最も高い数字だろう。 

▽ 日本ではデュアルモードではなく、シングルモードを採用している。 

○ それも知っている。昔の GSM を採用している市場ではいまだにデュアルモ

ードの端末が主流だ。これらの端末は、北米市場への投入を考えて通常少なく

ともトリプルバンドに対応している。北米では周波数帯が違うからだ。UMTS も

同様だ。3GPP が開発した第 3 世代技術を私は UMTS と呼んでいる。これは日本で

FOMA と呼ばれているものと同じだ。これは、ITU が FPLMTS という、発音しづら

い名称で呼んでいたものだ。これは、基本的には IMT-2000 と同じものである。 

ご存知のように、他の技術にも様々な利害が関係していたため、最終的には

IMT-2000 は一つの同じ技術には収束しなかった。特に北米で開発された CDMA が

挙げられる。 
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▽ クアルコムを指しているのか。 

○ クアルコムは 3GPP で

も、われわれのライバルと

される 3GPP2 でも同じよう

に活発な動きをしている。 

さて、先述した 6 つの組

織パートナーの他に、標準

化作業ではなく、主にその

商品化に取り組む市場代表

パートナーが存在する。それから 3GPP が現在も GSM 技術の開発を継続している

ことも、付け加えておかねばならない。つまり 2G 技術と 3G 技術がある意味で

オーバ−ラップしているのだ。ライセンス条件により、通信事業者が EDGE 技術

を第 2 世代ネットワークと捉える場合と、第 3 世代ネットワークと捉える場合

があるからだ。このため、2G と 3G の間には明確な線は引きにくい。 

EDGE と UMTS のパフォーマンス性能を比べてみると、それほど大きな違いはな

い。理論上は明確な差があるが、実際にはデータレートはそれほど変わらない。

このため、一部の通信事業者は EDGE を第 3 世代技術と見なすことがある。 

▽ 理解できる説明だ。 

○ 3GPP の編成は非常に効率が高い。これは、上層部にプロジェクト調整グル

ープ（PCG）を設けているからだ。PCG は技術的な議論をする場ではなく、プロ

ジェクト全体を組織する役目を持つ。全体的な作業進行のルールを決め、また、

下位レベルでは解決出来ないような衝突が発生した場合に、解決にあたる。 
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当初の計画では、PCG 直下に 4 つの技術仕様グループ（TSG）が設けられた。

それぞれの TSG は自律しており、例えばコアネットワーク及びターミナル TSG

の決定が、サービス及びシステムアスペクト TSG の決定を覆すことはない。TSG 

RAN と TSG GERAN の関係も同様である。それぞれの TSG には、実際の技術作業を

行うワーキンググループ（WG）が置かれている。図には示していないが、WG の

下にはさらにサブグループが存在する。これらのサブグループは臨時に設けら

れるものであり、常設ではない。 

無線技術という観点からすると、右から 2 つ目のラジオアクセスネットワー

クス TSG がある。この TSG の編成は、3GPP 発足時から殆ど変わらずに続いてい

る。唯一の違いは WG5 で、これは、メンバーが関心を示している分野を反映す

る狙いで 3GPP が 2 年前に各 TSG の再編成を実施した際に加えられたものだ。 

いずれにせよ 3GPP の無線アクセス標準の開発はこの TSG で行われてきた。一
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番初めの W-CDMA、FTD 方式や TDD 方式などがそうだ。また、現在は HSPA コンセ

プトとして統合された HSDPA や HSUPA もここから生まれた。HSPA は時に、UTMS+

などとも呼ばれているようだ。また、HSPA の強化版である HSPA+もある。これ

はスーパーHSDPA などとも呼ばれているようだ。 

さて、こんどは今後の展開について、我々の長期計画を概説する。「長期」と

言っても、2004 年に計画を策定した時点で「長期」であっただけで、計画完了

は実は間近だ。現在 2007 年だが、LTE(Long Time Evolution)技術の標準の最初

のリリースが 07 年末までに完成する予定だ。これも非常にタイトなスケジュー

ルだ。予定通りに標準は発表されるだろうが、その後 12〜18 カ月の間に、試験

のフィードバックを得て、数多くの仕様の強化、改善、訂正が発生すると私は

見ている。 

▽ ところで、中国はどのように貢献しているのか？ 

○ 中国からの貢献は非常に大きい。例えばサービス及びシステムアスペクト

TSG の WG5 では非常に活発に活動している。WG5 はテレコム通信網の管理につい

て標準を開発しているが、その多くが中国の利害を反映したものになっている。

この他、コアネットワーク及びターミナル TSG の WG5 で行っている OSA の標準

化作業にも積極的に参加している。中国は TDD・TD-SCDMA を持ち込んだ貢献が

ある。 

中国は 1999 年の下半期になるまで 3GPP には参加しなかった。つまり、他の

パートナーに比べてほぼ 1 年遅れて参加したことになる。しかし、3GPP が、中

国の技術を 3GPP に取り込み、中国ローカルではなく 3GPP で完成するべきと判

断したことが、他のパートナーにも理解された。これにより、中国の技術も 3GPP
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の基本技術のバリエーションとなることが確かになった。もちろん、作業のほ

とんどは中国の大唐集団が中心となって行ったが、TD-SCDMA の基礎技術の中に

はジーメンスやエリクソン、ノキアなど、中国市場に積極的に参入しているメ

ーカーが完成させたものもある。ジーメンスの貢献が良く引き合いに出される

が、実際に作業の中心となったのは中国側である。 

▽ 使用周波数について日本では 3G に 800MHz 帯や 900MHz 帯も使っているが、

欧州ではどうか？ 

○ GSM は多様なユーザーのために 400Mhz 帯から 1900MHz 帯（DCS、PCS）に至

る 8 つの周波数帯にまたがって標準化されている。欧州では、GSM と UMTS を同

じ周波数帯に共存させるという議論も行われているが、実際にはどの通信事業

者も商業的には行っていない。そのためのライセンスを取得出来た事業者はい

ないはずだ。 

しかし、現在欧州で導入されている新しいライセンスは、技術的に中立とさ

れている。これは欧州以外の国でも同じだろう。このため、GSM 用の周波数帯が

空いていれば、可能性としては GSM の周波数帯で 3G サービスを行うライセンス

を取得出来るはずだ。ただ、私の知る限りでは、まだ誰もやっていないはずだ。 

▽ どうしてデュアルモードを維持するのか？ネットワークへの二重投資にな

るほか、端末の負担も大きいはずだ。 

○ 仰ることは分かる。理由の一つは、既に全世界で 22 億機の GSM 端末が利用

されていることであり、全ての事業者にとって、2G は今も収入源であり続けて

いるからだ。英国のハチソン 3 など、3G のライセンスだけを持つ事業者もいる。

しかしハチソン 3 は、3G ネットワークを拡大し、同じ市場のなかで 2G からの収
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入がある他社と競合してゆく上で、深刻な資金難に陥っている。このため、2G

ネットワークと 3G ネットワークの双方が今も利用されているのだ。世界中の多

くの地域で、特に欧州と北米では間違いなく、今でも 2G ネットワークからの収

入が重要なのだ。また、2G ネットワークの製造コストが比較的安くなっており、

途上国ではなおさらだ。これは開発コストの大部分が既に回収済みなためだ。 

▽ 3GPP と 3GPP2 との関係はどのようなものか？ 

○ 友好的だ。1 年ほど前には両者を融合させる可能性についてさえ話し合われ

た。結論としては、アプローチに違う部分が多過ぎ、また現行の無線技術の仕

様に違いが多過ぎるため、現実的な話ではないということになった。とはいえ、

無線技術以外の部分では、IMS などのように、3GPP の仕様でも 3GPP2 の仕様で

も採用されている。IMS は元々は 3GPP で開発された仕様だが、3GPP2 でも採用

された。もっとも、3GPP と 3GPP2 の双方に参加している企業は多いので、これ

は驚くには値しないことだ。 

要するに、コンパチビリティがない 2 つの無線技術が併存してしまったこと

について、全員が不幸だと考えている。しかし結局のところどちらにも大きな

利害が関係していることから、現状維持が妥当という結論に達したのである。

それでも中期的な将来、両者の歩み寄りが行われる可能性はあり得る。LTE で

は多くの共通の技術が既に採用されている。我々は、3GPP の作業が全面的に

3GPP2 の作業とコンパチブルでなければいけないと意識している。 

3GPP と 3GPP2 に対応するデュアルモード端末は、バッテリー消費や商業的現

実を考えれば実現するとは思えないが、一方の方式を採用した端末で享受出来

るサービスは、他の方式の端末で享受出来る同様のサービスと相互連携可能な
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ものにしなければならない。また、両ネットワーク間の切り替えもコンパチブ

ルであるべきだ。 

▽ IMS を共有することを決めたのは、NGN の開発が進んできているからか？ 

○ そうだ。これは単なる偶然ではない。IMS は、IETF がインターネット用に

標準化した仕様を改良したものを利用している。そして、随分前から、全ての

ネットワークを IP 化するべきだという考えで人々の意見は一致していた。また

3GPP のコアネットワークに費やされた努力はこれが IP ベースの技術で、一連の

標準に帰結したことからも、固定ネットワークでも活かされるべきだという考

え方は理屈に叶っていたのだ。実際現時点はまだ完全ではないが、近い将来、

移動ネットワークと固定ネットワークとの間のには殆ど違いが無くなる。 

▽ シームレス化ということか？ 

○ ある意味ではシームレスだが、少なくとも法制面から言うと今後しばらく

の間はやはりシームレスとは言い難い。いまだに固定ネットワークと移動ネッ

トワークが分離されている場合があるからだ。それでも今後 5〜10 年で、固定

ネットワークと移動ネットワークは同じものになるだろう。今とは違う技術が

使われているかも知れないが、移動体通信と固定通信が融合しつつあることは

間違いない。 

長い間、我々は、移動ネットワークを固定ネットワークに統合するという考

え方をしていたが、現在ではむしろ、固定ネットワークを移動ネットワークに

融合するという方向の方が現実味をもっている。多くの意味で移動ネットワー

クの方がずっと重要になってきたのだ。通信速度の面でも、ADSL と同等のビッ

トレートを持った移動ネットワークが、今後 2〜3 年で実現するはずだ。 
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▽ 日本と欧州の違いの一つとして、4G 導入を目指すスケジュールがあると思

う。どのようなタイミングでの導入を考えているのか？また、4G 導入時の周波

数割当について、どのように考えているのか？ 

○ 我々は 3GPP であり、3G 技術に強い権益を持っている。そして 3GPP のメン

バーの多くは、2G から 3G への移行があまりに破壊的(disruptive)に進行したこ

とへの反省から、もし 4G への移行というものがあるとして、そこへの移行はあ

まり破壊的に行わない方が良いと思っている。3GPPでの8年間に渡る経験から、

我々は 4G 技術のことを、4G とは呼ばず、3.9G あるいは 3.99G といったような

安定した技術的推移として捉えている。 

急激な変化は事業者やベンダにとってコストが高い。このため欧州、ETSI、

そして 3GPP 内では、4G についてあまり議論を行わない傾向がある。3G 技術の

進化は継続的なもので、もしかするといつまでも次の「世代」に移行しないか

もしれない。 

▽ つまり、「スーパー3G」とは言っても「4G」とは言わない、ということか？ 

○ そうだ（笑）。まあ、冗談だが。 

▽ ところで、beyond3G ネットワーク用の周波数帯としてどの辺を想定してい

るのか？ 

○ ETSI では特定の周波数帯を想定することはしていない。3GPP も同じだ。こ

れは WRC が決定する事柄である。現在、我々は、世界及び各地域で割り当てら

れた 3G 用周波数帯に注目しており、今後、3G の継続的な進化に伴いこれらの周

波数帯で技術が進化すると考えている。このように、現時点で 4G ネットワーク

用に特定の周波数帯を想定することはしていない。第一に、我々が 4G ネットワ
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ークの議論を行っていないからであり、今のところ、3G 用に割り当てられた周

波数帯が飽和する可能性も考えられないからである。 

各地域、国毎に周波数割当に関する様々なイニシアティブがあり、WRC が調整

を行うにせよ、どの周波数が想定出来るかは一概には言えない。欧州で周波数

割当を行っているのは欧州郵便電気通信主官庁会議（CEPT）だ。 

▽ 日本では、beyond3G や 4G、ワイヤレスブロードバンドなどのために、3.4

〜4.9GHz 帯で 1,000MHz 以上の帯域を割り当てる計画がある。欧州でもそのよう

な議論は進められているか？ 

○ いや。3GPP ではそういう議論はない。企業のレベルでは、そうした議論が

出ている可能性はもちろんあるが、私は特定の企業の話をする立場にはない。

当然、各社とも日本の規制当局の動きに注目しているであろうし、4〜5GHz 帯に

ついても研究チームを設置していることだろう。しかし私の知る範囲では、3GPP

の内部でこれらの周波数帯について具体的な動きを見せているところはない。 

3GPP の標準化活動の大部分は現在、LTE の作業に費やされており、これは、

現在 UMTS 技術に割り当てられている周波数帯を引き継ぐことになるはずだ。今

のところ、2.5GHz 以上の周波数帯は考えていないと思う。いずれにせよ、いつ

かは ITU や WRC が調整しなければならない問題である。 

▽ NICT は研究機関として、電波産業会や総務省の標準化作業を支援している。 

○ 欧州にはフレームワーク計画という研究開発プログラムがある。現在、標

準化作業ともっと緊密に連携させようという動きがある。これとの関連で、

COPRUS という活動がある。これは、今までそれほど成功は収めていないが、研

究活動と標準化作業を連結させようという動きだ。しかし、今のところ、予算
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のほとんどが研究に費やされてしまい、いざ成果が出たところで標準化をしよ

うと思っても予算がないというのが現状だ。 

このため、われわれは、フレームワーク計画に対して、標準化に必要な予算

を最初からある程度確保しておくよう提案している。今のところうまく行って

いないが、5 年後、10 年後には成果が出るはずだ。また、研究プロジェクトに

参加する企業の意向もある。企業が独自に標準化を働きかける場合もあるから

だ。 

▽ NICT では 06 年に中期計画を見直し、標準化への取り組みを強化している。 

○ それは当然の動きだと思う。標準化団体としては、NICT が行っているよう

な研究の成果が標準化されることは非常に意義のあることだ。上流研究の成果

が早期に標準化されることは、最初から市場の成長を促すことになる。既に完

成された技術を持ち込んで標準化を提案するよりもずっと好ましいことだ。 

例えばある企業が自社製品を持ち込んで、そこに組み込まれている技術の標

準化を提案したとしたら、間違いなく競合他企業の反発を受けるに決まってい

る。このため、出来るだけ早期に標準化を提案することが重要だ。 

▽ 日本は以前、PDC 方式で孤立した失敗の経験がある。同じ轍を踏まないよう

に、欧州の動きをしっかりフォローすることが重要だと考えている。 

○ 「失敗」ではなかったはずだ。むしろ大成功だったのではないか？ 

▽ 日本は 4G ネットワークなどワイヤレスブロードバンドを、3.4GHz 以上のマ

イクロ波帯を用いて展開する可能性がある。どう欧州と調整していくかは、こ

れからの政策的に大きな課題だと認識している。 

○ 3GHz 超の周波数帯を使う理由は、何か？ 
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▽ 現在日本では周波数割当の再編が進められている。2011 年までに作業の完

了を目指している。この周波数帯を利用する理由は、周波数の需要予測に基づ

く。1,000MHz を超える帯域が必要になるという需要予測に基づき、どの周波数

帯でこれだけの帯域が確保出来るかを検討した結果である。 

○ 同じ技術に対して、世界中で同じ周波数が割り当てられる方が好ましいこ

とは言を待たない。ベースステーション設営コストや端末コストを削減出来る

からだ。 

3GPP のラジオアクセスネットワークス TSG は、3GPP 設立時と基本的に同じ編

成で現在も作業を続けている。これまで、W-CDMA から始まり LTE に至るまでの

全てを扱ってきた。同 TSG は、当然 LTE の先の技術（4G と呼ぶにせよ、3.9G と

呼ぶにせよ）を扱う能力を持っていることは明らかだ。LTE の標準化作業で手一

杯で、その先の技術になど手がまわらないかもしれないが、必要に応じて新し

いワーキンググループを設置することも出来る。 

3GPP では、第 3 世代技術を扱うラジオアクセスネットワーク TSG と第 2 世代

技術を扱う GSM EDGE ラジオアクセスネットワーク TSG を一つにまとめようと試

みているが、今のところ成功していない。私が beyond LTE 技術の標準化をラジ

オアクセスネットワーク TSG 内で行った方が良いと提案するのはこの経験があ

るからだ。次世代技術として新たに TSG を設立するより、ラジオアクセスネッ

トワーク TSG 内で議論した方が、受け入れられやすいと思う。 



-28- 

ETSI の組織概要について 

●対象：ETSI 事務局 

●日時：2007 年 1 月 29 日 

●場所：ETSI（ソフィア・アンチポリス） 

●出席者 

先方（○）： Director for European co-ordination  

当方（▽）： 炭田寛祈(NICT 欧州事務所長)、安田昌弘(KSM 研究員) 

●概要 

ETSI とは欧州電気通信標準化機構（European Telecommunications Standards 

Institute）の略称であり、欧州委員会により正式に認められた三つの標準化機

関のうちの一つである。ETSI は、独立した非営利団体である。ETSI は、その行

動計画に完全な責任を持つ。ETSI は情報通信技術部門のあらゆる分野で積極的

な活動を行っており、特に電気通信、無線通信、放送などの分野に力を入れて

いる。 

ETSI は約 30 年前に設立された。事務局は ISO9001 認定を受けている。ETSI

のメンバーシップは直接加入制をとっている。どういうことかというと、国の

代表団単位ではなく、ネットワーク事業者、メーカー、政府機関、研究機関な

どが、独立したメンバーとして加入している。現時点で、677 メンバーが 50 以

上の国々から参加している。ETSI では、世界各国のいかなる団体の加入を歓迎

する。ただし、欧州に拠点を持たない団体の場合、「準メンバー（Associate 

member）」となる。 

ETSIはこれまでに1万8000件以上の標準を発表し、無償で提供している。ETSI
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の仕様は全て、ウェブサイトからダウンロードすることが出来る。 

ETSI とは何か。むしろ、ETSI とは何でないかを通して説明した方が分かりや

すい。 

第一に、ETSI は監督機関ではない。ETSI は欧州委員会公認の標準化機関であ

り、その意味で、欧州委員会の規制に適合した技術仕様を標準化する。ただし、

これらの仕様は ETSI が独立して開発する。 

次に、ETSI は認証機関ではない。仕様の実装が正しいかどうかは市場が判断

することであり、ETSI が何らかの認証を発行することはない。ただし、仕様に

準拠しているかどうかを判断するためのツールキットを提供している。テスト

方法を開発して、それを提供している。しかしその結果に対して認証を与える

のは他の団体の仕事である。 

また、ETSI は周波数割当機関でもない。ETSI は周波数帯について情報通信技

術開発者側の必要とする条件をまとめ、調整し、欧州委員会に提出する。欧州

について、周波数割当を行うのは CEPT（欧州郵便電気通信主管庁会議）である。

ETSI は割当過程において技術的評価を行う。 

ETSI のそもそもの始まりは、欧州委員会の白書で、情報通信技術部門に特化

した標準化機関の設立が必要との提言が行われたことに由来するが、ETSI は欧

州委員会とは独立した機関である。ETSI は当初、CEPT により設立された。当時

の CEPT は欧州域内の国営通信事業者によるフォーラムであった。CEPT は事業者

であり監督機関でもあるメンバーのみで構成された団体だった。しかしこうし

た状況は後に無くなり、事業者と監督機関は分離された。ETSI はこうした状況

のなかで独立した標準化機関として設立されたのである。 
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ETSI の機能について概説する。ETSI は欧州委員会に公認された欧州標準化機

関（ESO）の一つであるから、当然欧州委員会で正式に取り上げられている技術

課題について取り組まなければならない。ただし、この活動が全体に占める割

合は 10％程度である。これは重要な業務だが、ETSI の活動の中心ではない。 

中心はむしろ、事業・市場に繋がった業務である。ETSI の標準は欧州で作ら

れるが、目標は常に、世界的な標準となることである。ETSI が世界中のメンバ

ーの加入を認めていることがその証であり、実際、GSM や、その他にも DECK、

TETRA、DVB なども、世界標準の座を獲得している。また、ETSI は競争力センタ

ーを通してメンバーに対して数多くのサービスを提供している。競争力センタ

ーについては、あとで詳述する。 



-31- 

 

細かい説明は省くが、これが固定部門での ETSI の代表的な業績である。 

 

 

こちらは無線部門での業績だ。GSM、UMTS、鉄道用通信網、コードレス……。 

3GPP は GSM の次のステップを扱っている。3GPP は ETSI とは別の文脈で、国

際的にバランスの取れたメンバーによって設立された組織だ。 
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最新の活動内容としては以下のようなものがある。 

 

 

次に、欧州標準化機関としての ETSI の役割について、もう少し詳しく説明す

る。ETSI が設立された時、通信部門の規制は今よりももっと広範に渡っていた。

このため、当時の ETSI の活動の中で、規制に関連した仕様を開発する作業が占

めていた割合は 20〜30％と高かった。これが今は、ほぼ 10％にまで減少した。

欧州委員会は現在、より軽い制度を導入し、実装が義務づけられる仕様の数を

減らした「必須条件」のみを要求するようになっている。 

ETSI が設立された当初、インターオペラビリティが義務とされたが、現在で

はインターオペラビリティは監督当局の管轄ではなく、市場の判断に委ねられ

ている。監督機関が扱うのは安全性やセキュリティなどの分野に限られる。そ

れ以外は、メーカー及び事業者が市場でそれぞれ競い合うことになる。事業者

が問題を発見した場合は、監督機関ではなく、メーカーと交渉するというわけ

だ。 
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さて、ETSI は欧州委員会に公認されているが、同時に EFTA（欧州自由貿易連

合）にも認められている。EFTA とは、EU の周辺国が設立した自由貿易連合（現

時点ではアイスランド、ノルウェー、スイス、リヒテンシュタインの 4 カ国が

加盟）で、EU とともに EEA（欧州経済地域）を構成する。ETSI はまた、欧州に

おける周波数割当の調整についても積極的な提言を行っている。 

 

さて、世界的なレベルでの ETSI の活動を紹介したい。まず何よりも ETSI の

メンバーの多くが、今やグローバルに活躍する大企業であることを強調したい。

ボーダフォン、フランステレコム、ジーメンスなどが加入している。これらの

企業は世界的なプレゼンスを獲得しており、各地に拠点を持っている。本拠地

は欧州だが、グローバルな企業であることには間違いない。 

彼らの存在により、ETSI の活動内容、方法、方針が変わってくる。その一方

で、ETSI メンバーの 20％は欧州域外の団体である。私はこれは無視出来ない数

だと思う。これらの準メンバーは、欧州の公式規格である EN 規格に関する作業

を除けば、作業項目を決定し、標準策定に向けた議論をする上で、まったく同

じ権利をもっている。EN規格は欧州委員会を通して定めるもので、先述した10％

に該当する作業だ。 
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左段は、ETSI に正メンバーとして参加する日本企業の一覧、右段は準メンバ

ーとして参加する日本企業の一覧である。準メンバーにも、正メンバー同様の

議決権が与えられている。ETSI での投票構造は、各企業の売上高に相関して決

まる分担金ユニットの数によって議決権の重みが決まるようになっている。こ

のため、もし、欧州の支社を通して加入する場合、当然支社の売上は日本の本

社よりも低くなるが、その一方で、先述したように EN 規格の策定作業に参加出

来ることになる。もし、グローバル企業にふさわしい強力な議決権を獲得した

いのであれば、逆に準メンバーとして加入することも出来る。欧州委員会の政

策に関係する EN 規格の策定には参加出来ないが、他の部分では大きな発言力を

獲得することが出来る。 
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次に、世界規模の標準化団体としての ETSI の取り組みを紹介する。ここに示

したのは、当初、欧州用に開発され、今では世界的に採用されている代表的な

標準の例だ。GSM、DECT、DVB、TETRA は比較的良く知られているが、良く知られ

てないものには、合法的通信傍受（Lawful Interception）がある。ETSI は合法

的通信傍受について、広範囲に渡る取り組みを行ってきた。欧州各国のほか、

米国やオーストラリアでも、ETSI 標準が採用されている。無線マイクロフォン

及びコードレスオーディオ機器についても、GSC が ETSI 標準を取り上げた。 
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さて、ETSI は欧州では CEN（欧州標準化委員会）及び CENELEC（欧州電気標準

化委員会）と共同作業を行っている。欧州委員会に公認されている 3 つの標準

化団体が、ETSI、CEN、CENELEC である。情報通信技術部門は、これら 3 団体が

共通して扱っている。このため、ETSI の活動は CEN 及び CENELEC と調整する必

要となる。 

世界レベルでは、ETSI は ISO（国際標準化機構）及び IEC（国際電気標準会議）

と一定のつながりを持っている。ただしこれは、特別の案件がある場合のみだ。

ISO 及び IEC については、CEN 及び CENELE が強いつながりを持っている。場合

によって ETSI の活動領域に重なる案件があるので、その場合には直接やり取り

を行う。 

我々の国際レベルでのパートナーは ITU（国際電気通信連合）だ。ETSI は ITU

のセクターメンバーである。ITU の下には ITU への標準提出の下準備を行う機構

として GSC があり、地域別に定期的な会合を設けている。無線マイクロフォン

の標準などは、ここで話し合われたものだ。このように、GSC では、ある標準化
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機関の標準を奨励し、他の標準化機関に採用を薦めたり、あるいは特定の技術

について複数の機関の間で立場の調和化を行ったり、といった作業を行う。 

 

 

世界規模での標準化に向けた共同作業体制を示したのがこの図だ。ITU は勿論、

日本の電波産業会と情報通信技術委員会と協力体制にある。韓国、中国、オー

ストラリア、北米の標準化機関をも協力体制がある。 

 

ETSI の第三の活動分野として、特にメンバーを対象としたサービスの提供が

ある。ただし、新規メンバーの勧誘のため、メンバー以外にもサービスを提供

することがある。ETSI では、テスト仕様およびテスト方法の標準化を行ってい

る。これは主に、ETSI の技術委員会に向けて行われるものだ。プロトコルの記

述をはじめとしてフォーマル言語を用い、TTCN-3（Test and Test Control 

Notation）スクリプトを開発する。ETSI は、TTCN-3 の積極的な推奨者でもある。

TTCN-3 の標準化には ETSI が関係した。こうしたやり方を採用する意義は、プロ
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トコル及びテスト用スクリプトの一貫性を検証するためのツールが獲得出来る

ことにある。プロトコルがこのようにして開発されていれば、製品化までの時

間は半分で済むのだ。 

 

 

さて、これまでは理論的なレベルの話であったが、2 つ目のインターオペラビ

リティテストは、これとは違い実用的なレベルの話になる。この場合は、産業

側のパートナーを集め、プロトタイプを持ち寄ってもらい、テスト期間中、プ

ロトタイプを使った相互接続試験が出来るよう、そのためのシステムを提供す

る。 

テスト期間は内容により 1 日から 1 週間かかる場合もある。テストベッドと

情報マトリックスなどを提供する。テストは当然機密状態で行われる。参加者

は自社プロトタイプの情報を開示する必要は全くない。相互接続システムを使

ってインターオペラビリティテストを行い、問題点を発見することが出来る。

ETSI は、標準化に関わる部分についてのみ、各社から問題点の報告を受ける。 

ETSI の狙いは標準についてフィードバックを得ることであり、プロトタイプ
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に関する情報が漏れることはない。インターオペラビリティテストは非常に評

判が良い。なぜなら、競合他社が開発中の機器とのインターオペラビリティを

実地で確認出来る数少ない機会だからだ。 

プラグテストは、複数の会社が参加を了承しないと行われない。通常、特定

の技術に関心を示す数社の共同作業として実施する。既にグリッド技術や RFID

技術などでプラグテストを実施した。ときには、プラグテストを通じて、メー

カー側が ETSI の存在を知り、標準化の必要性に気がつくというケースもある。 

 Forapolis というのは、フォーラム支援サービスである。 

 

 セキュリティとアルゴリズムも、ETSI が活発に活動している分野の一つだ。

GPRS、GSM 及び 3GPP で使われているアルゴリズムは ETSI のグループが開発した

ものだ。GSM の SIM カードなどのスマートカード技術も ETSI の重要な活動領域

である。電子署名についてもいくつかの要素が標準化されている。 

 

最後になるが、技術標準があっても市場がなければ意味はない。このため、

開発された製品やサービスは、ユーザーにとって魅力的なものでなければなら

ない。ETSI では、ヒューマンファクターを扱う技術委員会（TC HF）を設けてい

る。TC HF では、ここに示したような要素について検証し、他の技術委員会にガ

イドラインを提供している。ETSI ではこれが、より強力な標準の策定と、そこ

から生まれる製品やサービスの品質の良さに繋がれば良いと考えている。 

 

 



-40- 

ETSI はまた、FRAND（Fair, Reasonable and undiscriminatory）ライセンス

に基づいた知的財産運用を行うことを方針としている。つまり、技術が特許に

依存している場合、その特許の所有者は、その特許を公正、合理的かつ非差別

的に提供する公約をしなければならない。ある標準が公表される場合、ETSI は

そこに含まれる全ての特許について、FRAND ライセンスによる特許の提供を行う

旨を明記した声明書を特別報告書にまとめる。 

ETSI メンバーの義務は、既知の知的財産についてそれを明示することだ。そ

れが自分のものであれば、FRAND ライセンスに基づいて提供するか、あるいは提

供しないかを決めることになる。最終的に特許提供の可否を決めるのは特許権

利者だからだ。FRAND ライセンスに基づいた提供が認められない場合は、その特

許を使わない方向で議論が進むということだ。その特許が自分のものでない場

合、その存在を指摘すればよい。その場合の手続きは、ETSI 総裁が当該特許の

所有者に対して FRAND ライセンスに基づき特許を提供する用意があるかを確認

することになる。 
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［質疑応答］ 

▽ NICT としても、ETSI の動向把握が重要との認識を有している。 

○ 技術仕様を提出して標準化を働きかけるにせよ、技術委員会に参加したり

作業中のドラフトを閲覧したりして標準化の動向を把握するにせよ、ETSI に加

入しなければならない。ETSI に加入すれば、全ての技術委員会に参加出来るこ

とになる。 

▽ 加入するにはどのような手続きが必要か？ 

○ 加入するのは簡単だ。NICT は研究機関だが、非営利の研究機関用メンバー

シップもある。ETSI ではパートナーの発言力は、その団体の市場プレゼンスに

比例するようになっている。大企業は、売上高に応じた分担金を支払わなけれ

ばならない。加入するのは比較的簡単だとして、次のステップは ETSI のメンバ

ーシップを効率よく最大限に利用することだ。加入後は ETSI ユーザーID を獲得

し、標準化グループや技術委員会に登録しなければならない。各グループはメ

ーリングリストや議題リスト、会合スケジュールなどの情報を提供している。

始めに NICT の関心分野を同定する作業をきちんと行えば、どのグループに登録

すれば良いかをアドバイスすることも出来る。 

新規メンバーの問題の一つは、ETSI と新規メンバーの間のやり取りがコンタ

クトパーソン同士のやり取りに留まり、技術者同士の交流になかなか下ってい

かないことだ。 
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ETSI における ITS 標準化について 

●対象：ERM（EMC and Radio Spectrum Matters）技術委員会 第 37 作業グル

ープ（TG37） 

●日時：2007 年 1 月 29 日 

●場所：ETSI（ソフィア・アンチポリス） 

●出席者 

先方（○）： Technical Officer、ERM Secretary 

当方（▽）： 炭田寛祈(NICT 欧州事務所長)、安田昌弘(KSM 研究員) 

●概要 

○ まずは ETIS で ITS について現在なにが行われているかを、簡単に説明する。

道路輸送手段に関する ITS 関連の技術は、ERM という技術委員会の第 37 作業グ

ループ（TG37）で扱っている。まず、TG37 の設立の経緯について説明し、それ

から TG37 が現在行っている作業について概観し、ETSI が ITS についてどのよう

な取り組みを行っているかを説明する。また、世界規模での協力体制について

触れる。自動車でフランスからドイツに行ったり、フランスからアフリカに行

くような場合、継続的にサービスが提供されることが求められる。このため、

国際協力は非常に重要だ。最後に、これまで ETSI が行ってきた ITS 部門での標

準化作業について、成功例を紹介する。 

 

 TG37 の議長は、英国の CSI に所属するボブ・ウィリアムだ。2 人の副議長が

いる。一人は独経済技術省のトマス・ヴェーバー氏、もう一人は独 Elektrische 
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Signalverarbeitung Fischer GmbH 社のハンス=ヨアシム・フィッシャー氏であ

る。その下に私ことマルチン・アルントがいる。私の仕事は、作業グループ全

体のコーディネートを行うことだ。 

 

 2000 年秋、インターネットの車載や衝突警報装置、渋滞情報、先行車や後走

車の動向把握など、ITS に関して市場で需要が高まっていることが感じられた。

車上の人間に、こうした情報を提供することに関心が集まっていたのだ。交通

安全の向上にはなにが必要か、問題点はなにか。そんなことが盛んに議論され

るようになった。まず最初に、ISO を中心にして、世界規模で問題提起が行われ

た。まずは SET プロジェクトにより、作業課題が特定された。2001 年春、ISO

の第 204 技術委員会が上記の作業課題を承認し、CALM 標準に向けた作業が開始

された。CALM 標準の詳細については後述する。これに続く 2002 年春、今度は

ITU が CALM 標準の必要性を認識した。つまり、車輛と継続的に無線で接続する

ための機構の必要性が明らかとなった。TG37 は 2003 年春に設置され無線インタ

ーフェースなどの技術開発を行い、CALM 技術、さらにその先の ITS 技術の標準

化を促進することになった。このように、TG37 は非常に若い作業グループであ

り、世界規模で確認された路上安全性の問題について、取り扱っている。 
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 これは、今日の ITS の状況を俯瞰した図である。TG37 で現在進行中の作業は、

まず専用狭域通信（DSRC）に関するものがある。これは、DSRC 機器のテスト仕

様の開発を含む。この技術は、例えば、有料道路の料金所で利用されている。

車が通過する際に無線で情報のやり取りがあり、通行料金が銀行口座から引き

落とされるという仕組みだ。この他に、CALM（Continuous Air-interface Long 

and Medium range）技術を扱っている。この技術では、複数の無線ネットワー

クを利用して車輛から情報を獲得し、また車輛に情報を提供することが考えら

れている。例えば車輛が寒村地帯にある場合、利用出来るネットワークは 2G ネ

ットワークのみかもしれない。逆に都市部では、UMTS ネットワークが利用出来

るかもしれない。CALM の制御機構は、状況に応じて最適なネットワークを選択

する。最後に、標準のハーモナイゼーションに取り組んでいる。一つは、5GHz
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帯での道路運輸交通テレマティクスであり、もう一つは 63GHz 帯での道路運輸

交通テレマティクスだ。前者は車輛間の通信が中心だが、車輛と路上間の通信

にも使われる。後者は車輛と路上間の通信に使われる。63GHz 帯ではブロードバ

ンド通信が可能である。 

 

 DSRC については、CEN が標準を開発した。ETSI ではテスト仕様を策定した。

この成果は ETSI の技術仕様（TS）102 486 として公表されている。この技術仕

様は常に最新化されており、CEN の標準が更新されると、テスト仕様にも更新箇

所が反映されるようになっている。これにより、欧州域内の DSRC のインターオ

ペラビリティが確保されることになる。これは既に、欧州域内の道路通行料金

徴収システムで利用されている。 
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 CALM 技術を図式的に示したのがこのスライドだ。GSM、UMTS、DAB または RDS

などの放送サービスがあり、都市部では WiMax や無線 LAN など、複数のネット

ワークが存在している。しかし現状では、これらの次々に利用することは出来

ない。例えば、無線 LAN が利用出来るエリア内に車輛があれば、ブロードバン

ド接続が出来るので、多くの情報をやり取りすることが出来る。しかし、もっ

と人口のまばらな地域では、2G ネットワークしか利用出来ない。この場合、車

輛はそれまでの無線 LAN から 2G ネットワークにスイッチし、情報システムとの

接続を維持しなければならない。これを、継続的無線インターフェース

（Continuous Air-interface）という。情報システムとの接続は常に最適なも

のが自動的に選択され、ユーザーの頭を悩ませることは無くなる。これが CALM

の概要である。われわれは、ネットワーク間のハンドオーバーの標準やネット
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ワーク管理方式の標準について作業を行っている。ここには、様々な無線技術

をどのように組み合わせるかという課題が含まれている。 

 

 CALM のインフラストラクチャーを見てみる。これが CALM のプロトコルの仕様

である。まず、中間層にネットワーク管理層があり、その下に既存のネットワ

ーク技術が並んでいる。つまり、必要に応じてネットワーク技術を選択して実

装することが出来る。NGN のような新しい技術についても、図版下部のネットワ

ーク技術の一つとして、ネットワーク管理層と接続出来るようにすれば良い。 

 

 CALM のアーキテクチュアは ISO により設計されたものであり、ETSI ではその

うちの無線レイヤーについて作業を行っている。スムースなハンドオーバーの

実現には、多様な無線ネットワークが相互動作する必要がある。また、エンド
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ユーザー用の端末は、多種多様な無線インターフェースに対応せねばならなく

なり、その意味で、ソフトウェアラジオ技術の採用が検討されている。複数の

無線標準をカバーしなければならないとすれば、ソフトウェアラジオの採用は

非常に優れた考え方だと思う。 

 

▽ 異なるネットワーク間のハンドオーバー能力を考慮すると、NGN のように、

トランスファー層がサービス層と分離した構造のものが必要だ。 

 

○ 仰る通りだ。通信事業者がトランスファー層を提供し、サービス事業者は

ネットワーク間のハンドオーバーを気にかけることなくサービスを提供できる

ことになる。 

 

○ TG37 ではこの他、5.85〜5.925GHz 帯を使った道路運輸交通テレマティクス

の標準開発を行っている。これは主に車両間の通信に使われるが、路上と車両

間の通信にも利用できる。欧州レベルでの周波数割当が現在 CEPT で行われてお

り、技術が完成すれば、欧州全域でこの周波数が利用可能になる。これにより、

EU 域内の車両全てに通信システムを搭載できることになる。ETSI の実力はこの

点にある。我々が標準を策定することで、欧州全域で同じ ITS を利用できるこ

とになる。また、このシステムは日本のシステムと整合性がありそうだ。標準

化作業は 2007 年末までに終了する。 

 また、63〜64GHz 帯を利用した道路運輸交通テレマティクスについても作業を

行っている。これは車両と路上間の通信を目的としたものだ。これは、車両と
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ブロードバンド回線の接続を確保するために使われる。この分野における作業

は始まったばかりで、まだ十分な成果は出ていない。 

 

 

 ITS に関しては、ETSI 内の他グループとも共同作業を行っている。TETRA 技術

委員会とはセキュリティ面で協力体制がある。BRAN 技術委員会は、無線ブロー

ドバンドについて共同作業を行っている。ERM 技術委員会内部でも、第 31b 作業

グループ（ウルトラワイドバンド・レーダー）や第 04 作業グループ（自動車用

EMC）と共同作業を行っている。また、当然テスト標準については PTCC と作業

を進めている。 

 国際的なレベルでは、CEN、ISO、ICT、欧州委員会、ITU それから国連などと

協力関係にある。 
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 TG37 による標準化作業の成果としては、24GHz 帯及び 79GHz 帯を利用した衝

突防止システムが既に実用化されている。また、77GHz 帯で、自動式クルーズコ

ントロールシステムが実用化されている。これは、周囲の車両との車間を検出

して適当な速度に調節するものだ。 

 

 将来的には、ITS は世界的な標準となる必要があると考える。NICT をはじめ

として世界中からできる限り多くの専門を集めて標準の策定作業を進めたいと

思う。ソフトウェアラジオを利用するにしても、世界中で利用される周波数帯

が多すぎると対応できなくなるからだ。 
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PTCC 

●対象：PTCC（Protocol & Testing Competence Centre） 

●日時：2007 年 1 月 29 日 

●場所：ETSI（ソフィア・アンチポリス） 

●出席者 

先方（○）： Head of 3GPP Testing 

当方（▽）： 炭田寛祈(NICT 欧州事務所長)、安田昌弘(KSM 研究員) 

●概要 

○3GPP の最も重要な課題は、移動体通信端末のインターオペラビリティを確保

することである。もしインターオペラビリティが保証されない場合、移動体通

信事業は成り立たない。3GPP の始動当初は、日本の電波産業会がインターオペ

ラビリティの確保に向け、テスト仕様を策定するなど多大な努力を行った。私

の任務は、3GPP を支援し、テスト仕様をフォーマル言語に翻訳することである。

フォーマル言語でテスト仕様を記述することで、曖昧さを排除し標準の仕様に

間違いがある場合にそれを指摘することが出来る。テスト用に ETSI では TTCN

言語を使っている。ETSI にはわれわれの所属するプロトコル＆テスティング競

争力センター（PTCC）が設置されている。現在 5 名のスタッフがいる。それぞ

れが特定の分野を担当している。私は 3GPP を担当しており、他のスタッフは

WiMax のインターオペラビリティテストや NGN のテストなどを担当している。

3GPP 内部では、より細かく作業グループが分かれている。作業にあたる専門家

は 3GPP のプロトコルについても、テスト方式についても精通していなければな

らない。3GPP のテスト仕様については、2001 年に作業を開始した。今では 3GPP
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の、つまり移動体通信用に 600 件のテスト用事例を蓄積している。テスト用事

例のバリデートは非常に骨の折れる作業で、多大なコストがかかる。テスト仕

様が実際に利用可能であることを確認するため、PTCC ではクライアントと強い

信頼関係を築いている。クライアントは、PTCC の策定したテスト用事例を利用

する団体のことだ。われわれには主に 3 つのクライアントがいる。一つは GCF

（Global Certification Forum）である。もう一つは米 PDCRB。最後に中国の

TD-SCDMA である。これらの 3 団体は、PTCC が開発し、検証し、バリデートした

テスト用事例をつかって製品テストを行う。PTCC ではテスト用事例のクオリテ

ィの高さを強調している。PTCC のテスト用事例は、テスト用の各種プラットフ

ォーム上で制動な作動が確認されるまでバリデートされない。実際に製品化さ

れた端末を相手にテストし、4〜5 のテストプラットフォーム上でインターオペ

ラビリティが確保出来、バリデートされない限りは、テスト用事例としては認

められないのだ。このようにして、3GPP では GSM の時代からインターオペラビ

リティに大きな注意を払ってきた。 

 

▽ テストプラットフォームというのはどれくらいの規模の設備なのか。 

○ プラットフォームは大掛かりな設備ではない。2 つから 4 つの筐体で構成さ

れるのが一般的だ。それぞれの筐体に 2 つの送信機が組み込まれており、3GPP

の UTMS セルをシミュレートする。シミュレート件数を増やすため、4 つから 6

つのセルが統合されている。いずれにせよ、大きな設備ではない。ただし、テ

スト用のシナリオは複雑だ。実際のネットワークで起こりうることをシミュレ

ートしている。非常にコンパクトな設備で最大限の成果を生んでいる。 



-53- 

▽ 認証その他の証明書等は発行するのか。 

○ ETSI では認証は発行していない。ETSI は標準化機関である。例えば GCF に

対して、市場投入予定の携帯端末について 3GPP のテストを行い、テストのログ

ファイル等でテストを通過したことを証明出来れば、それをもとに GCF に認証

取得の申請を行い、認証を受けることが出来る。 

▽ テスト結果は保存しているか。 

○ 基本的に、テスト申請者がテスト結果を保存することになる。認証機関に

認証取得を申請し、テスト結果を公表するのは、メーカー側の責任である。 

▽ 日本でも PTCC への関心は高い。 

○ テストは非常に重要なステップである。テストには厳格な方法論が必要と

なるが、テスト部門にきちんと力を入れている機関は非常に少ない。 

 

○ 3GPP のテスト仕様は公表されてから長い期間が経っている。PTCC ではテス

ト用事例を蓄積しているが、それを管理するチームを設けている．基本的には、

3 カ月毎に行われる 3GPP の会議でコア仕様が変更された場合、逐次それを反映

する。また、その他の事情で仕様が変更される場合があり、その場合にもテス

ト用事例に反映される。このように、ほぼ毎月、新しいテスト用事例はアップ

デートされる。また、通常、1 年あるいは 18 カ月毎に全体を更新して新しいリ

リースを公表する。現時点でのリリースはリリース 6 である。 
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ETSI ウェブサイト 

●対象：ETSI 事務局 

●日時：2007 年 1 月 29 日 

●場所：ETSI（ソフィア・アンチポリス） 

●出席者 

先方（○）： Press and Conference Co-ordinator 

当方（▽）： 炭田寛祈(NICT 欧州事務所長)、安田昌弘(KSM 研究員) 

●概要 

○ETSI には大まかに 3 つのウェブサイトがある。ETSI のホームページ

（www.etsi.org）、3GPP のホームページ（http://www.3gpp.org/）、ETSI のポー

タルサイト（http://portal.etsi.org/）である。 
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 ETSI に関する一般的な情報や加入方法は ETSI ホームページに情報がある。例

えば、トップページの「Want to know about ETSI?」という欄の「You have 30 

minutes」というページに行くと、ETSI の組織や活動内容について、ある程度細

かく把握することが出来る。また、「Why should I join ETSI」のページには、

メンバーの一覧のほか、加入費用の種類や算出方法が記載してある。 
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 トップページの「Services & Products」の欄からは、ETSI の標準を全てダウ

ンロードすることが出来る。これは誰でも利用出来るサービスだ。ETSI メンバ

ーであれば、pdf 版に加え word 版をダウンロードすることも出来る。これは、

標準をもとに変更を加えたいような場合に便利である。 
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 3GPP のポータルサイトはシンプルで、完全に開かれたウェブサイトだ。仕様

が 必 要 であ れ ば、 単 純に 「 specifications」 を クリ ッ クし 、 さら に

「specifications file server area」をクリックすれば、最新の仕様を手に入

れることが出来る。また、最新のドラフトも見ることが出来る。これは全て誰

でも利用出来る。 
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 メンバーにならないと出来ないことは、3GPP の会議に参加することだ。      
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 一方、ETSI のポータルサイトは、ETSI の部署ごとに情報が閲覧出来るように

なっているが、公表されていない情報については、メンバーにならないと閲覧

出来ない。ポータルサイト上部に各技術委員会へのリンクがある。TISPAN は最

下段中程にある。 
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 ここでも会議スケジュールやプレスリリースなど、ある程度の情報を得るこ

とが出来るが、TISPAN のメーリングリスト及びメールアーカイブに参加するに

は、メンバーになる必要がある。 
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結びにかえて 

 以上、情報通信技術の標準化部門で欧州を超えたグローバルプレイヤーの座

を確立した欧州電気通信標準化機構（ETSI）の組織構造及び中心的な活動につ

いて、ETSI 関係者の生の声を通してまとめてみた。ETSI の活動の中心は現在、

より市場に根ざしたものとなっており、また公表された標準及び実装がその標

準に準拠しているか否かを確認するためのテスト標準については、ウェブサイ

トを通して加入の有無に拘らず無償で提供している。一方、標準を策定する作

業のなかに日本側から積極的な発言を行っていくには、加入が不可欠となるこ

とも明らかになった。既に日本企業も十数社が欧州拠点を通すか、あるいは日

本本社名義で ETSI に加入している。 

 技術別のヒヤリングでは、特に新世代ネットワーク（NGN）技術、beyond3G

技術、ITS 技術に焦点を絞って話を伺った。いずれの分野についても、欧州とい

う文脈のなかで標準化を行うことに由来する日本側との捉え方の違い、そして

それを超えたところで標準を策定しようとする強い意志のようなものが感じら

れた。 

 NGN 技術については特に、PSTN 及び ISDN の代替として固定回線を IP 化、

光化することに留まらず、移動回線との融合や、カスタマー回線への展開、IPTV

やモバイル TV の統合など、より広いサービスを視野に入れた作業が行われてい

ることが明確になったと考える。3GPP とのヒヤリングでは、次世代技術につい

て、日欧間で今だに 3G 回線の普及ギャップがあり、取り組みに温度差のあるこ

とが明らかになったと思う。一方、日本が技術的な孤立状況を繰り返さないた



-63- 

め、ETSI 内での意見調整作業を進めるよう助言を頂いた。ITS 技術では中高域

通信システム（CALM）へのソフトウェアラジオ技術の統合に言及があったが、

これは日本で行われている研究とも整合性のあるものである。 

 いずれにせよ、標準化作業への参加は、如何に ETSI を効率よく利用していけ

るかにかかっている。ETSI は、最大限のペーパーレス化を標榜する、先進的な

標準化機関であり、その意味でもポータルサイトを十全に駆使することが積極

的な作業参加への鍵になるとの印象を受けた。最後になるが、上流段階にある

技術であればあるほど、メンバー間の合意が形成しやすく、標準化を行いやす

いうえ、市場の成長に繋がる、という 3GPP の Meredith 氏のコメントをもう一

度引いて、まとめの言葉としたい。今後、情報通信部門で世界的な活動を行っ

ていくためには、ETSI を含めた標準化作業を積極的に監視・支援してゆくこと

が不可欠となるはずだ。 


